
大 垣 市 建 築 物 等 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

(趣 旨 ) 

第 1条  こ の 要 綱 は 、地 震 発 生 時 に お け る 既 存 建 築 物 の 倒 壊 等 を 防 止 し

て 地 震 に 強 い ま ち づ く り を 進 め る た め 、 市 内 に 所 在 す る 建 築 物 等 の

耐 震 化 促 進 事 業 を 実 施 す る 者 に 対 し て 市 が 事 業 に 要 す る 費 用 の 一 部

若 し く は 全 部 を 助 成 す る 場 合 に 、 当 該 事 業 者 (以 下 「 補 助 事 業 者 」 と

い う 。 )に 対 し 予 算 の 範 囲 内 に お い て 補 助 金 を 交 付 す る こ と に つ い て 、

大 垣 市 補 助 金 等 交 付 規 則 (昭 和 46年 規 則 第 21号 )に 定 め る も の の ほ か 、

必 要 な 事 項 を 定 め る 。  

(定 義 ) 

第 2条  こ の 要 綱 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ

当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

⑴  旧 基 準 建 築 物  昭 和 56年 5月 31日 以 前 に 着 工 さ れ た 建 築 物 (国 、地

方 公 共 団 体 そ の 他 公 の 機 関 が 所 有 す る も の を 除 く 。 )を い う 。  

⑵  木 造 住 宅  旧 基 準 建 築 物 で あ る 木 造 の 一 戸 建 て の 住 宅 、長 屋 及 び

共 同 住 宅 (店 舗 等 の 用 途 を 兼 ね る も の (店 舗 等 の 用 に 供 す る 部 分 の

床 面 積 が 延 べ 面 積 の 2分 の 1未 満 の も の に 限 る 。 )を 含 む 。 )の う ち 、

在 来 軸 組 構 法 、 伝 統 的 構 法 及 び 枠 組 壁 工 法 に よ る も の を い う 。  

⑶  マ ン シ ョ ン  旧 基 準 建 築 物 で あ る 共 同 住 宅 の う ち 、 耐 火 建 築 物 又

は 準 耐 火 建 築 物 で あ っ て 、 延 べ 面 積 が 1,000㎡ 以 上 で あ り 、 か つ 、

地 階 を 除 く 階 数 が 原 則 と し て 3階 以 上 の も の (次 号 に 掲 げ る 建 築 物

を 除 く 。 )を い う 。  

⑷  分 譲 マ ン シ ョ ン  旧 基 準 建 築 物 で 、専 有 部 分 の 大 部 分 が 人 の 居 住

の 用 に 供 す る 区 分 所 有 で あ る 共 同 住 宅 の う ち 、耐 火 建 築 物 又 は 準 耐

火 建 築 物 で あ っ て 、 延 べ 面 積 が 1,000㎡ 以 上 で あ り 、 か つ 、 地 階 を

除 く 階 数 が 原 則 と し て 3階 以 上 の も の を い う 。  

⑸  特 定 建 築 物  建 築 物 の 耐 震 改 修 の 促 進 に 関 す る 法 律 (平 成 7年 法

律 第 123号 。 以 下 「 耐 震 改 修 促 進 法 」 と い う 。 )第 14条 第 1号 に 掲 げ

る 建 築 物 で あ っ て 、 旧 基 準 建 築 物 で あ る も の を い う 。  

⑹  要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築 物  耐 震 改 修 促 進 法 第 5条 第 3項 第 2号 の

規 定 に よ り 計 画 に 記 載 さ れ た 道 路 に 接 す る 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適

格 建 築 物 (以 下「 通 行 障 害 既 存 耐 震 不 適 格 建 築 物 」と い う 。)を い う 。  

⑺  要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物  耐 震 改 修 促 進 法 附 則 第 3条 に 規 定

す る 要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物 を い う 。  

⑻  緊 急 輸 送 道 路 沿 道 建 築 物  耐 震 改 修 促 進 法 第 14条 第 3号 に 掲 げ る



建 築 物 で あ っ て 旧 基 準 建 築 物 で あ る も の (要 安 全 確 認 計 画 記 載 建 築

物 で あ る も の を 除 く 。 )を い う 。  

⑼  相 談 士  岐 阜 県 木 造 住 宅 耐 震 相 談 士 登 録 制 度 要 綱 (平 成 13年 11月

1日 制 定 )に 基 づ き 、知 事 が 登 録 し た 岐 阜 県 木 造 住 宅 耐 震 相 談 士 を い

う 。  

⑽  耐 震 改 修 工 事  地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 目 的 と し て 、 増 築 、

修 繕 、 模 様 替 若 し く は 一 部 の 除 却 を す る こ と を い う 。  

(補 助 金 交 付 対 象 事 業 及 び 補 助 金 の 額 ) 

第 3条  補 助 金 の 交 付 の 対 象 と な る 事 業 (以 下「 補 助 対 象 事 業 」と い う 。)

及 び 経 費 (以 下「 補 助 対 象 経 費 」と い う 。)並 び に 補 助 金 の 額 は 、別 表

に 定 め る と お り と す る 。た だ し 、岐 阜 県 及 び 市 が 行 う 他 の 補 助 金 、貸

付 金 、利 子 補 給 金 等 (岐 阜 県 が 実 施 す る 岐 阜 県 住 宅 リ フ ォ ー ム ロ ー ン

利 子 補 給 金 を 除 く 。 )を 活 用 す る 場 合 に あ っ て は 、 重 複 し て い る 補 助

対 象 経 費 (市 長 が 特 に 認 め る も の を 除 く 。 )を 除 く 。  

(補 助 金 の 交 付 の 申 請 等 ) 

第 4条  補 助 事 業 者 は 、事 業 に 着 手 す る 前 に 耐 震 診 断 事 業 に あ っ て は 耐

震 診 断 事 業 補 助 金 交 付 申 請 書 (第 1号 様 式 )に よ り 、特 定 建 築 物 等 耐 震

改 修 又 は 建 替 え の た め の 計 画 の 策 定 事 業 に あ っ て は 耐 震 改 修 等 計 画

策 定 事 業 補 助 金 交 付 申 請 書 (第 2号 様 式 )に よ り 、耐 震 改 修 工 事 に あ っ

て は 耐 震 改 修 工 事 補 助 金 交 付 申 請 書 (第 3号 様 式 )に よ り 市 長 に 申 請

し な け れ ば な ら な い 。  

2 市 長 は 、前 項 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た と き は 、そ の 内 容 を 審 査 し 、

そ の 計 画 が 本 要 綱 に 適 合 し て い る こ と を 認 め た と き は 、 補 助 金 交 付

決 定 通 知 書 (第 4号 様 式 )を 速 や か に 補 助 事 業 者 に 交 付 す る 。  

3  補 助 事 業 者 は 前 項 の 交 付 を 受 け た 後 で な け れ ば 事 業 に 着 手 す る こ

と が で き な い 。  

(実 施 計 画 の 変 更 等 ) 

第 5条  補 助 事 業 者 は 、補 助 金 交 付 決 定 後 に 、 計 画 の 内 容 を 変 更 又 は 中

止 等 を し よ う と す る と き は 、補 助 金 変 更 交 付 等 申 請 書 (第 5号 様 式 )を

市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

2 市 長 は 、計 画 の 変 更 又 は 中 止 の 内 容 が 本 要 綱 に 適 合 し て い る と 認 め

た と き は 、 補 助 金 変 更 交 付 等 決 定 通 知 書 (第 6号 様 式 )を 、 速 や か に 補

助 事 業 者 に 交 付 す る 。  

(完 了 実 績 報 告 )  

第 6条  補 助 事 業 者 は 、事 業 が 完 了 し た と き は 、耐 震 診 断 事 業 に あ っ て



は 耐 震 診 断 事 業 完 了 実 績 報 告 書 (第 7号 様 式 )を 、特 定 建 築 物 等 耐 震 改

修 又 は 建 替 え の た め の 計 画 の 策 定 事 業 に あ っ て は 耐 震 改 修 等 計 画 策

定 事 業 完 了 実 績 報 告 書 (第 8号 様 式 )を 、耐 震 改 修 工 事 に あ っ て は 耐 震

改 修 工 事 完 了 実 績 報 告 書 (第 9号 様 式 )を 速 や か に 市 長 に 提 出 し な け

れ ば な ら な い 。  

(補 助 金 額 の 確 定 ) 

第 7条  市 長 は 、 前 条 の 完 了 実 績 報 告 書 の 提 出 が あ っ た と き は 、 速 や か

に そ の 内 容 を 審 査 し 、補 助 金 の 交 付 を 適 当 と 認 め た と き は 、補 助 金 確

定 通 知 書 (第 10号 様 式 )に よ り 補 助 事 業 者 に 通 知 す る 。  

(補 助 金 の 請 求 ) 

第 8条  市 長 は 、 前 条 に 規 定 す る 補 助 金 額 の 確 定 後 、 補 助 金 交 付 請 求 書

(第 11号 様 式 )に よ る 請 求 に 基 づ き 、 補 助 金 を 交 付 す る 。  

(補 助 金 の 返 還 等 ) 

第 9条  市 長 は 、補 助 金 額 の 確 定 又 は 交 付 を 受 け た 者 が 次 の 各 号 の い ず

れ か に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 補 助 金 交 付 取 消 通 知 書 (第 12号 様

式 )に よ り 通 知 し 、補 助 金 の 交 付 の 決 定 の 全 部 若 し く は 一 部 を 取 り 消

し 、 又 は 既 に 交 付 し た 補 助 金 の 全 部 若 し く は 一 部 の 返 還 を 命 ず る こ

と が で き る 。  

⑴  請 求 額 等 に 誤 り が あ っ た と き 。  

⑵  こ の 要 綱 又 は こ の 要 綱 に 基 づ く 指 示 に 違 反 し た と き 。  

⑶  補 助 金 交 付 の 条 件 に 違 反 し た と き 。  

⑷  偽 り そ の 他 不 正 の 行 為 が あ っ た と き 。  

(そ の 他 ) 

第 10条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 必 要 な 事 項 は 、 市 長 が 別 に 定 め

る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 20年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 21年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 22年 7月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 24年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 25年 6月 1日 か ら 施 行 す る 。  



附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 26年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 27年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 28年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 28年 11月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 29年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 29年 10月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 30年 4月 2日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 31年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

(施 行 期 日 ) 

1 こ の 要 綱 は 、 令 和 元 年 10月 1日 (以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 )か ら 施 行

す る 。  

(経 過 措 置 ) 

2 改 正 後 の 別 表 の 規 定 は 、施 行 日 以 後 に 補 助 対 象 経 費 を 支 出 し た も の

に 係 る 補 助 金 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 補 助 対 象 経 費 を 支 出 し た

も の に 係 る 補 助 金 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 2年 4月 1日 か ら 施 行 す る 。



別表(第3条関係) 

補助対象事業 

補助対象経費 補助金の額 

区分
対象

建築物
要件 

建築物

耐震診

断事業

要安全確

認計画記

載建築物

以外の旧

基準建築

物

⑴ 建築物の耐震

診断及び耐震改修

の促進を図るため

の 基 本 的 な 方 針

(平成18年国土交

通省告示第184号)

の別添の指針(以

下「指針」という。)

に基づく耐震診断

であること。 

⑵ 分譲マンショ

ンにあっては、対

象建築物の管理組

合又は管理組合法

人が行う事業であ

ること。 

⑶ 分譲マンショ

ン以外の建築物に

あっては、対象建

築物の所有者(特

段の事由により所

有者が耐震診断を

実施できない場合

には、市長が適当

と認める者。(以下

「所有者等」とい

う。)が行う事業で

あること。 

⑷ 耐震診断の結

果が専門機関等に

諮られたものであ

ること。(特定建築

物に限る。) 

補助対象事業に要す

る経費。 

⑴ 一戸建て住宅は、

一戸当たり136,000円

を限度とする。 

⑵ 一戸建て住宅以

外の建築物は、次に定

める額に延べ面積を

乗じて得た額を限度

とする。ただし、設計

図書の復元、第三者機

関の判定等の通常の

耐震診断に要する費

用以外の費用を要す

る場合は1,570,000円

を限度として当該額

に加算することがで

きる。 

 ・床面積1,000㎡以

内の部分は、3,670円

/㎡以内 

 ・床面積1,000㎡を

超えて2,000㎡以内の

部分は、1,570円/㎡以

内 

 ・床面積2,000㎡を

超える部分は、1,050

円/㎡以内 

⑶ 消費税等を除く。

補助対象経費に3分の2を乗じ

て得た額以内で、1,000円未満

の端数を切り捨てた額 



要安全確

認計画記

載建築物

( 国 の 耐

震対策緊

急促進事

業補助金

を活用し

た場合に

限る。) 

⑴ 指針に基づく

耐震診断であるこ

と。 

⑵ 対象建築物の

所有者等が行う事

業であること。 

⑶ 耐震改修促進

法施行規則第5条

第1項第1号又は同

項第2号に規定す

る者による耐震診

断であること。 

⑷ 耐震診断の結

果が専門機関等に

諮られたものであ

ること。 

⑴ 次に定める額に

延べ面積を乗じて得

た額を限度とする。 

 ・床面積1,000㎡以

内の部分は、3,670円

/㎡以内 

 ・床面積1,000㎡を

超えて2,000㎡以内の

部分は、1,570円/㎡以

内 

 ・床面積2,000㎡を

超える部分は、1,050

円/㎡以内 

⑵ 上記のほか、設計

図書の復元、第三者機

関の判定等の通常の

耐震診断に要する費

用以外の費用を要す

る場合は、1,570,000

円を限度として加算

することができる。 

補助対象経費から耐震対策緊

急促進事業補助金交付要綱(平

成25年5月29日付け国住市第54

号国土交通省住宅局長通知)第

3号第2項第2号イに関する国の

補助金の額を控除した額以内

で、1,000円未満の端数を切り

捨てた額 



特定建

築物等

耐震改

修又は

建替え

のため

の計画

の策定

特定建築

物 ( 要 緊

急安全確

認大規模

建築物及

び要安全

確認計画

記載建築

物 を 除

く。)及び

緊急輸送

道路沿道

建築物 

⑴ 対象建築物の

所有者等が行う事

業であること。 

⑵ 指針に基づく

耐震診断の結果、

建築物の耐震改修

の促進に関する法

律第17条第3項第1

号の規定に基づき

地震に対する安全

上耐震関係規定に

準ずるものとして

定める基準(平成

18年国土交通省告

示第185号。以下

「安全基準」とい

う。)に適合しない

場合にあっては、

当該基準に適合す

るための計画の策

定であること。 

⑶ 建築士法第2

条第2項に規定す

る一級建築士によ

り策定される耐震

化のための計画で

あること。 

⑷ 計画の結果に

ついて、専門機関

等に諮られたもの

であること(建替

え の 場 合 を 除

く。)。 

・床面積1,000㎡以内

の部分は、3,110円/㎡

以内 

・床面積1,000㎡を超

えて2,000㎡以内の部

分は、1,330円/㎡以内

・床面積2,000㎡を超

える部分は、890円/㎡

以内 

補助対象経費に9分の4を乗じ

て得た額以内で、1,000円未満

の端数を切り捨てた額 

要緊急安

全確認大

規模建築

物及び要

安全確認

計画記載

建築物 

補助対象経費に3分の2を乗じ

て得た額以内で、1,000円未満

の端数を切り捨てた額 



住宅耐

震改修

工事

木造住宅

⑴ 対象建築物の

所有者等が行う事

業であること。 

⑵ 相談士が建防

協マニュアルに基

づき実施する耐震

診断の結果、上部

構造評点が1.0未

満とされた木造住

宅で、改修後の評

点が1.0以上とな

る耐震改修工事又

は上部構造評点が

0.7未満とされた

木造住宅で、改修

後の評点が0.7以

上となる耐震改修

工事であること。

⑶ 改修後の評点

が0.7以上となる

耐震改修工事の場

合にあっては、地

震時に転倒のおそ

れのある家具等に

ついて転倒防止対

策を実施するこ

と。 

⑷ 相談士が耐震

改修に関する設計

及び工事監理を実

施する耐震改修工

事であること。 

⑴  一 戸 当 た り

1,200,000円を限度と

する(改修設計・工事

監理費用を含む。)。

⑵ 消費税等を除く。

⑴ 補助対象経費に2分の1を

乗じて得た額以内で、1,000円

未満の端数を切り捨てた額及

び租税特別措置法(昭和32年法

律第26号)第41条の19の2に規

定する所得税額の特別控除の

額の合計額とする。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、

社会資本整備計画による基幹

事業(住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業)により社会資本整

備総合交付金(防災・安全交付

金)を受けることができるもの

については、前号に規定する補

助金の額に、耐震改修工事費に

5分の2を乗じて得た額(1,000

円未満の端数は切り捨てる。)

又は500,000円のいずれか低い

額を加えた額とする。 

⑶ 第1号の規定にかかわら

ず、社会資本整備計画による効

果促進事業により社会資本整

備総合交付金(防災・安全交付

金)を受けることができるもの

については、第1号に規定する

補助金の額に、事業に要する費

用に1,000分の115を乗じて得

た額(1,000円未満の端数は切

り捨てる。)又は240,000円のい

ずれか低い額を加えた額とす

る。 

⑷ 前2号の規定により補助金

の額を算出する場合において

は、補助対象経費の限度を定め

る規定は適用しない。 

⑸ 第1号の補助金の交付にあ

たっては、あらかじめ租税特別

措置法第41条の19の2に規定す

る所得税額の特別控除の額を

差し引いて交付する。 



分譲マン

ション 

⑴ 対象建築物の

管理組合又は管理

組合法人が行う事

業であること。 

⑵ 指針に基づく

耐震診断の結果、

安全基準に適合し

ない場合に、同基

準に適合するため

の耐震改修工事で

あること。 

⑶ 建築士法第2

条第2項に規定す

る一級建築士が工

事監理を実施する

耐震改修工事であ

ること。 

⑷ 耐震改修促進

法第17条第3項の

規定による建築物

の耐震改修の計画

の認定を受けた耐

震改修工事である

こと。 

⑴ 床面積１㎡当た

り50,200円を限度と

する。ただし、免震工

法等特殊な工法によ

る場合は、床面積１㎡

当たり83,800円を限

度とする。 

⑵ 消費税等を除く。

補助対象経費に3分の1を乗じ

て得た額以内で、1,000円未満

の端数を切り捨てた額 



特定建

築物等

耐震改

修工事

特定建築

物 

( 緊 急 輸

送道路沿

道建築物

及び要安

全確認計

画記載建

築物を除

く。) 

⑴ 対象建築物の

所有者等が行う耐

震改修工事である

こと。 

⑵ 指針に基づく

耐震診断の結果、

安全基準に適合し

ない場合で、当該

基準に適合するた

めに行う耐震改修

工事であること。

⑶ 建築士法第2

条第2項に規定す

る一級建築士が工

事監理を実施する

耐震改修工事であ

ること。 

⑷ 補強計画が専

門機関等に諮られ

たものであるこ

と。 

⑴ 床面積１㎡当た

り51,200円(マンショ

ンにあっては50,200

円)を限度とする。た

だし、免震工法等特殊

な工法による場合又

は大規模な地震が発

生した時にその利用

を確保することが必

要であると市が認め

る建築物について通

常よりも高い耐震性

を確保する場合は、床

面積1㎡当たり83,800

円 

⑵ 天井の耐震改修

工事費、消費税等を除

く。 

補助対象経費に0.23乗じて得

た額以内で、1,000円未満の端

数を切り捨てた額 

緊急輸送

道路沿道

建築物又

は要安全

確認計画

記載建築

物 

補助対象経費に3分の2を乗じ

て得た額以内で、1,000円未満

の端数を切り捨てた額 



第 1 号様式(第 4 条関係) 

年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

耐震診断事業補助金交付申請書

私は、耐震診断事業を実施するに当たり、補助金の交付を受けたいので、大垣市建築物等耐震化促進

事業費補助金交付要綱第4条第1項の規定により、次のとおり交付申請書を提出します。 

1 事 業 の 区 分 
(要安全確認計画記載建築物以外の建築物・要安全確認計画記載建築物) 

建築物耐震診断事業 

2 建 築 物 等 の 所 在 地 大垣市 

3 建 築 物 等 の 用 途  

4 建 築 物 等 の 構 造  

5 建 築 年 次  7 延 べ 面 積 ㎡ 

6 階 数  8 住宅部分の床面積 ㎡ 

9 補助金の交付申請額         円 

10 耐 震 診 断 者 

【ｱ．資格】(   )建築士(   )登録第     号 

(     )耐震診断資格者  証明書番号第     号 

【ｲ．氏名】 

【ｳ．建築士事務所名】 

(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

【ｴ．電話番号】 

11 実 施 予 定 期 間   年  月  日  ～     年  月  日 

12 添 付 資 料 ① 委任状(代理者が申請手続きを行う場合) 

② 所有者及び建築時期のわかるものの写し(納税義務者証明書等) 

③ 依頼を予定する耐震診断者の資格を証する書類の写し 

④ 耐震診断の対象建築物がわかる図面(付近見取図及び配置図を含む。) 

⑤ 耐震診断費の「見積書」の写し 

⑥ その他必要と認める書類 

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 

注 2 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。 



第 2 号様式(第 4 条関係) 

年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

耐震改修等計画策定事業補助金交付申請書 

私は、耐震改修等計画策定事業を実施するに当たり、補助金の交付を受けたいので、大垣市建築物等

耐震化促進事業費補助金交付要綱第4条第1項の規定により、次のとおり交付申請書を提出します。 

1 事 業 の 区 分 

(特定建築物・緊急輸送道路沿道建築物) 

(要緊急安全確認大規模建築物・要安全確認計画記載建築物) 

 耐震改修計画策定事業・建替え計画策定事業 

2 建 築 物 等 の 所 在 地 大垣市 

3 建 築 物 等 の 用 途  

4 建 築 物 等 の 構 造  

5 建 築 年 次  7 延 べ 面 積 ㎡ 

6 階 数  8 耐 震 診 断 の 結 果 

9 補助金の交付申請額         円 

10 設 計 者 

【ｱ．資格】(   )建築士(   )登録第     号 

(     )耐震診断資格者  証明書番号第     号 

【ｲ．氏名】 

【ｳ．建築士事務所名】 

(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

【ｴ．電話番号】 

11 実 施 予 定 期 間   年  月  日  ～     年  月  日 

12 添 付 資 料 ① 委任状(代理者が申請手続きを行う場合) 

② 所有者及び建築時期のわかるものの写し(納税義務者証明書等) 

③ 特定建築物等の「耐震診断結果報告書」の写し(耐震判定書を含む) 

④ 設計者の「資格者証」の写し 

⑤ 特定建築物等の図面(付近見取図及び配置図を含む) 

⑥ 耐震改修等計画策定事業における「見積書」の写し 

⑦ その他必要と認める書類

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 

注 2 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。 



第 3 号様式(第 4 条関係) 

年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

耐震改修工事補助金交付申請書 

私は、耐震改修工事を実施するに当たり、補助金の交付を受けたいので、大垣市建築物等耐震化促進

事業費補助金交付要綱第4条第1項の規定により、次のとおり交付申請書を提出します。 

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 

注 2 添付資料③中の耐震判定書の写しは、特定建築物等耐震改修工事に限る。 

注 3 添付資料⑦は、木造住宅の住宅耐震改修工事で現況を精密診断法により診断した場合に添付する

こと。 

注 4 添付資料⑧は、木造住宅の住宅耐震改修工事で補強後評点が 0.7 以上～1.0 未満の場合に添付す

ること。 

注 5 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。

1 事 業 の 区 分 
(木造住宅・分譲マンション)住宅耐震改修工事・ 

(特定建築物・緊急輸送道路沿道建築物)特定建築物等耐震改修工事 

2 建築物等の所在地 大垣市 

3 建 築 物 等 の 用 途  4 建 築 物 等 の 構 造  

5 建 築 年 次  7 延 べ 面 積 ㎡ 

6 階 数  8 住宅部分の床面積 ㎡ 

9 補助金の交付申請額         円 

10 設計者・工事監理者 【ｱ．資格】(   )建築士(   )登録第     号 

岐阜県木造住宅耐震相談士 登録第     号 

【ｲ．氏名】 

【ｳ．建築士事務所名】 

(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

【ｴ．電話番号】 

11 耐震補強前の結果  12 耐震補強後の結果  

13 実 施 予 定 期 間     年  月  日  ～      年  月  日 

14 添 付 資 料 ① 委任状(代理者が申請手続きを行う場合) 
② 所有者及び建築時期のわかるものの写し(納税義務者証明書等) 
③ 耐震改修工事前後の「耐震診断結果報告書」の写し(耐震判定書を含む。) 

④ 設計者・工事監理者の「資格者証」の写し 

⑤ 耐震改修工事の内容がわかる図面(付近見取図及び配置図を含む。) 

⑥ 耐震改修工事費の「見積書」の写し 

(工事種別ごとに出来るだけ細かく表現し、一式計上は極力避けること。) 

⑦ 現況調査状況写真(壁の仕様の耐震要素がわかるもの) 

⑧ 家具の転倒防止対策に関する実施計画説明書(様式は、任意) 

⑨ その他必要と認める書類 



第 4 号様式(第 4 条関係) 

第  号 

  年  月  日 

      様 

大垣市長      印 

補助金交付決定通知書

    年  月  日付けで提出のありました補助金交付申請書を審査しましたところ適当と認

められるので、大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第4条第2項の規定により通知します。 

1 事 業 の 区 分   

2 補助金交付申請書提出日      年  月  日 

3 建築物等の所在地  大垣市 

4 建 築 物 等 の 用 途   

5 建 築 物 等 の 構 造   

6 交 付 決 定 額         円 

7 そ の 他 

※ 耐震改修工事については、工事中に担当職員の確認検査を受けてください。 

※ 事業完了後、速やかに完了実績報告書を提出してください。 

なお、今後の提出書類への押印は、『補助金交付申請書』のものと同一のものを使用してください。 



第 5 号様式(第 5 条関係) 

  年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

補助金変更交付等申請書

次の事業の実施計画について次の事項を変更します(中止します)ので、大垣市建築物等耐震化促進事

業費補助金交付要綱第5条第1項の規定により届け出ます。 

1 事 業 の 区 分  

2 補助金交付決定番号 

3 補助金交付決定日     年  月  日 

4 建築物等の所在地 大垣市 

5 変 更 事 項  

6 変 更 内 容 

変 更 前  

変 更 後  

7 変更又は中止理由  

8 補助金交付決定額         円 

9 補助金変更交付申請額         円 

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 

注 2 実施計画の中止の場合は『5・6・9』の記入は不要です。 

注 3 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。 



第 6 号様式(第 5 条関係) 

第  号 

  年  月  日 

       様 

大垣市長      印 

補助金変更交付等決定通知書

    年  月  日付けで提出のありました補助金変更交付等申請書を審査したところ適当と

認められるので、大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第5条第2項の規定により通知しま

す。 

1 事 業 の 区 分   

2 補助金変更交付等申請書提出日    年  月  日 

3 建 築 物 等 の 所 在 地  大垣市 

4 建 築 物 等 の 用 途   

5 建 築 物 等 の 構 造   

6 変 更 前 の 交 付 決 定 額          円 

7 変 更 後 の 交 付 決 定 額          円 

8 そ の 他   

※ 事業完了後、速やかに完了実績報告書を提出してください。事業中止の場合は、提出の必要はあ

りません。 



第 7 号様式(第 6 条関係) 

  年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

耐震診断事業完了実績報告書

耐震診断事業が完了しましたので、大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第6条の規定に

より、次のとおり報告します。 

1 事 業 の 区 分  

2 補助金交付決定(変更交付)番号

3 補助金交付決定(変更交付)年月日     年  月  日 

4 建 築 物 等 の 所 在 地 大垣市 

5 建 築 物 等 の 用 途  

6 建 築 物 等 の 構 造  

7 建 築 年 次  9 延 べ 面 積 ㎡ 

8 階 数  10 住宅部分の床面積 ㎡ 

11 補助金の交付決定額         円

12 耐震診断事業に要する経費

13 添 付 資 料 

① 委任状(代理者が申請手続きを行う場合) 
② 「耐震診断結果報告書」の写し(専門機関等に諮られた場合は耐震

判定書を含む。) 

③ 契約書の写し 

④ 耐震診断費の「領収書」の写し 

⑤ 補助金交付決定通知書の写し又は補助金変更交付決定通知書の写し

⑥ その他必要と認める書類 

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 

注 2 添付書類⑤の補助金変更交付決定通知書の写しは、該当する場合のみ添付すること。 

注 3 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。 



第 8 号様式(第 6 条関係) 

  年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

耐震改修等計画策定事業完了実績報告書

耐震改修等計画策定事業が完了しましたので、大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第6

条の規定により、次のとおり報告します。 

1 事 業 の 区 分  

2 補助金交付決定(変更交付)番号

3 補助金交付決定(変更交付)年月日     年  月  日 

4 建 築 物 等 の 所 在 地 大垣市 

5 建 築 物 等 の 用 途  

6 建 築 物 等 の 構 造  8 階 数 ㎡ 

7 建 築 年 次  9 延 べ 面 積 ㎡ 

10 補助金の交付決定額         円 

11 計画策定事業に要する経費         円 

12 設 計 者 

【ｱ．資格】(   )建築士(   )登録  第      号 

(     )耐震診断資格者  証明書番号  第      号 

【ｲ．氏名】 

【ｳ．建築士事務所名】 

(   )建築士事務所(   )知事登録  第      号 

【ｴ．電話番号】 

13 耐震改修等計画策定前の結果  14 耐震改修等計画策定後の結果

15 計画策定事業実施期間   年  月  日  ～      年  月  日 

16 添 付 資 料 

① 委任状(代理者が完了手続きを行う場合) 
② 補助金交付決定通知書又は補助金変更交付決定通知書の写し 

③ 耐震改修等計画策定事業に関わる「契約書」の写し 

④ 耐震改修等計画策定事業に関わる「領収書」の写し 

⑤ 耐震改修設計前後の「耐震診断結果報告書」の写し(耐震判定書を含む)

⑥ 耐震改修等計画の内容がわかる図面(付近見取図、配置図、平面図、 

立面図等) 

⑦ 耐震改修等計画工事費の「内訳書」の写し(工事種別ごとにできるだけ

細かく表現し、一式形状は極力避けること) 

⑧ その他必要と認める書類 

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 
注 2 添付書類②の補助金変更交付決定通知書の写しは、該当する場合のみ添付すること。 
注 3 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。



第 9 号様式(第 6 条関係) 

  年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

耐震改修工事完了実績報告書

耐震改修工事が完了しましたので、大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第6条の規定に

より、次のとおり報告します。 

1 事 業 の 区 分  

2 補助金交付決定(変更交付)番号

3 補助金交付決定(変更交付)年月日   年  月  日 

4 建 築 物 等 の 所 在 地 大垣市 

5 建 築 物 等 の 用 途  

6 建 築 物 等 の 構 造  

7 建 築 年 次  9 延 べ 面 積 ㎡ 

8 階 数  10 住宅部分の床面積 ㎡ 

11 補助金の交付決定額          円 

12 耐震改修工事に要する経費          円 

13 設計者・工事監理者 

【ｱ．資格】(   )建築士(   )登録  第      号 

岐阜県木造住宅耐震相談士 登録  第      号 

【ｲ．氏名】 

【ｳ．建築士事務所名】 

(   )建築士事務所(   )知事登録  第      号 

【ｴ．電話番号】 

14 耐震改修前の結果  15 耐震改修後の結果  

16 耐 震 改 修 工 事 期 間   年  月  日  ～      年  月  日 

17 添 付 資 料 

① 委任状(代理者が完了手続きを行う場合) 
② 補助金交付決定通知書又は補助金変更交付決定通知書の写し 

③ 当該工事契約書の写し 

④ 耐震改修工事費に関わる「領収書」の写し 

⑤ 工事監理報告書 

⑥ 工事写真(補強部位毎に、着工前、金物施工、改修施工、完成等) 

⑦ その他必要と認める書類 

注 1 不要な箇所は、＝で抹消すること。 
注 2 添付書類②の補助金変更交付決定通知書の写しは、該当する場合のみ添付すること。 
注 3 欄内に書き表せない事項は、別紙に記載して添付すること。 



第 10 号様式(第 7 条関係) 

第  号 

  年  月  日 

      様 

大垣市長      印 

補助金確定通知書

    年  月  日付けで申請のありました次の事業の補助金については、大垣市建築物等耐

震化促進事業費補助金交付要綱第7条の規定により次のとおり確定したので通知します。 

1 事 業 の 区 分   

2 補 助 金 交 付 申 請 日    年  月  日 

3 補助金の交付決定額          円 

4 補 助 金 の 確 定 額          円 

5 建 築 物 等 の 所 在 地  大垣市 

6 建 築 物 等 の 用 途   

7 建 築 物 等 の 構 造   

8 そ の 他   



第 11 号様式(第 8 条関係) 

  年  月  日 

大垣市長      様 

(申請者) 

住  所  

氏  名              ㊞ 

電話番号  

補助金交付請求書

次の事業の補助金を大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第8条の規定に基づき請求しま

す。 

1 事 業 の 区 分  

2 補助金確定通知番号 3 通 知 年 月 日 年  月  日 

4 補 助 金 確 定 額       円 

5 建築物等の所在地 大垣市 

6 建築物等の用途  

7 建築物等の構造  

  補助金受取方法(口座振込扱い) 

振

込

先

 振込先金融機関 

          (銀行) 

          (農協)        (本 店) 

          (金庫)        (支 店) 

          (組合)        (出張所) 

 預金種目 

1 普通 

2 当座 

 口座名義   ﾌﾘｶﾞﾅ 

        漢字表記 

 口座番号 

  補助金振込に関する同意(申請者が複数名の場合のみ記入) 

 確定通知を受けた補助金について、その振込先を上記口座名義に一括振込することに同意します。 

                             氏名             ㊞ 

  <注> (1)振込口座は、補助対象者名義の口座に限ります。 

     (2)補助対象者が法人の場合は、その法人名義となります。 



第 12 号様式(第 9 条関係) 

第  号 

  年  月  日 

      様 

大垣市長      印 

補助金交付取消通知書

    年  月  日付けで通知しました次の事業の補助金について、補助金の交付を取り消し

ましたので、大垣市建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱第9条の規定により通知します。また、

既に補助金が交付されている場合は、期限内において速やかに返納してください。 

1 事 業 の 区 分   

2 建 築 物 等 の 所 在 地  大垣市 

3 建 築 物 等 の 用 途   

4 建 築 物 等 の 構 造   

5 補助金確定通知番号   

6 補 助 金 確 定 通 知 日    年  月  日 

7 補 助 金 の 確 定 額          円 

8 取 消 理 由   

9 返 納 金 の 額          円 

10 返 納 期 限    年  月  日 

11 そ の 他   


